
◎独立行政法人国民生活センター法等の一部を改正する法律 
（平成二九年六月二日法律第四三号）   

一、 提案理由（平成二九年四月四日・衆議院消費者問題に関する特別委員会） 

○松本国務大臣 ただいま議題となりました独立行政法人国民生活センター法等の一部

を改正する法律案につきまして、その提案理由及び概要を御説明申し上げます。 

 消費者と事業者との間には情報の質及び量並びに交渉力の格差があり、消費者がみず

から被害の回復を図ることには困難を伴う場合があります。こうした事情を背景に、内

閣総理大臣の認定を受けた適格消費者団体が、消費者の被害の発生または拡大を防止す

るため事業者に対し差しとめ請求をすることができることとされているとともに、適格

消費者団体の中からさらに内閣総理大臣の認定を受けた特定適格消費者団体が、消費者

被害回復のための裁判手続を追行することができることとされております。 

 しかし、悪質な事業者により消費者が被害に遭う事案は後を絶ちません。そこで、こ

うした悪質な事案においても、この制度を活用して、消費者の被害の発生または拡大を

防止するとともに、その被害を迅速に回復するため、この法律案を提出した次第です。 

 次に、この法律案の内容につきまして、その概要を御説明申し上げます。 

 第一に、特定適格消費者団体が、申し立てをする消費者被害回復のための仮差し押さ

え命令の担保をみずから立てることが困難な場合があります。このため、独立行政法人

国民生活センターが、その担保を立てることができるよう、その業務として、当該業務

を追加するとともに、独立行政法人国民生活センターが当該業務を実施するに当たって

必要となる長期借入金に関する規定を設けることとしています。 

 第二に、適格消費者団体の事務負担を軽減し、差しとめ請求等に注力することが可能

となるよう、適格消費者団体の認定の有効期間を三年から六年に延長することとしてい

ます。 

 第三に、独立行政法人国民生活センターによる消費者被害回復のための仮差し押さえ

命令の担保を立てる業務が円滑かつ効果的に実施されるよう、特定適格消費者団体、独

立行政法人国民生活センターその他の関係者の連携に関する規定を設けることとしてい

ます。 

 なお、一部の附則規定を除き、平成二十九年十月一日から施行することとしています。 

 以上が、この法律案の提案理由及びその概要であります。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同いただきますようお願い申し上げます。 

二、 衆議院消費者問題に関する特別委員長報告（平成二九年四月二一日） 

○原田義昭君 ただいま議題となりました法律案につきまして、消費者問題に関する特

別委員会における審査の経過及び結果を御報告いたします。 

 昨年十月、消費者裁判手続特例法が施行され、被害を受けた多数の消費者にかわって、

被害回復のための裁判手続を行う権限が特定適格消費者団体に付与されました。 

 本案は、特定適格消費者団体が被害回復のための仮差し押さえ命令の担保をみずから



立てることが困難な場合があるため、独立行政法人国民生活センターがかわって担保を

立てられるようにする等の改正を行うものでございます。 

 本案は、去る三月三十一日本委員会に付託され、四月四日松本国務大臣から提案理由

の説明を聴取いたしました。十八日に質疑を行い、質疑終局後、採決を行った結果、本

案は全会一致をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告いたします。 

○附帯決議（平成二九年四月一八日） 

政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずべきである。 

一 悪質な事業者から消費者の被害を回復するため、特定適格消費者団体から立担保の

要請があった場合に、独立行政法人国民生活センター（以下「国民生活センター」と

いう。）が直ちに担保を立てられるよう、国民生活センター、特定適格消費者団体、

地方公共団体等関係者間での連携を強化し、また、国民生活センターにおける立担保

の審査・手続体制を整備すること。 

二 特定適格消費者団体が国民生活センターによる立担保を利用する場合の要件につい

ては、同団体が個別の事案に応じて柔軟な対応を行うことができるよう、立担保可能

な額に一律に上限を設けるなどの過度なものとしないこと。 

三 裁判所に違法とされた仮差押命令により事業者が損害を被り担保が実行された場合

に、国民生活センターが特定適格消費者団体に対して行う求償については、公益のた

めに特定適格消費者団体に仮差押命令の申立権限を付与した意義に鑑み、一定の要件

を満たす場合には、返還の猶予又は免除を検討すること。 

四 特定適格消費者団体の更新手続の事務負担を軽減し、被害回復関係業務に注力でき

るよう、特定認定の有効期間については、特定適格消費者団体の今後の活動状況を踏

まえ、その延長を検討すること。 

五 適格消費者団体及び特定適格消費者団体が、差止請求及び被害回復のための活動を

行うことによって、経理的基礎を強化することが困難であることに鑑み、両団体に対

して、その公益的な活動に必要な資金の確保等の財政面の支援を行うこと。 

六 適格消費者団体及び特定適格消費者団体が差止請求や被害回復のための活動を迅速

かつ適切に行うため、両団体に対する全国消費生活情報ネットワーク・システム（Ｐ

ＩＯ―ＮＥＴ）に係る情報の開示の範囲やＰＩＯ―ＮＥＴ端末の配備について、個人

情報保護に配慮しつつ、検討を行うこと。 

三、参議院消費者問題に関する特別委員長報告（平成二九年五月二六日） 

○石井みどり君 ただいま議題となりました法律案につきまして、消費者問題に関する

特別委員会における審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

本法律案は、消費者と事業者との間の情報の質及び量並びに交渉力の格差に鑑み、消

費者の被害の発生又は拡大を防止するとともにその被害を回復するため、独立行政法人



国民生活センターの業務として、消費者の財産的被害の集団的な回復のための民事の裁

判手続の特例に関する法律における特定適格消費者団体のする仮差押えに係る担保を立

てる業務を追加する等の措置を講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、国民生活センターが担保を立てる際の要件、担保が実行され

た場合の特定適格消費者団体に対する求償の在り方、適格消費者団体及び特定適格消費

者団体への支援の在り方等について質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって

御承知願います。 

質疑を終了し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成二九年五月二四日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずべきである。 

一 悪質な事業者から消費者の被害を回復するため、特定適格消費者団体から立担保の

要請があった場合に、国民生活センターが直ちに担保を立てられるよう、国民生活セ

ンター、特定適格消費者団体、地方公共団体等関係者間での連携を強化し、また、国

民生活センターにおける立担保の審査・手続体制を整備すること。 

二 特定適格消費者団体が国民生活センターによる立担保を利用する場合の要件につい

ては、裁判所において仮差押命令の要件が審理されていることを踏まえるとともに、

立担保可能額についても、一律に上限を設けることなく個別の事案に応じて柔軟に対

応し、特定適格消費者団体による消費者被害回復のための裁判手続が有効かつ円滑に

機能するよう配慮すること。 

三 裁判所に違法とされた仮差押命令により事業者が損害を被り担保が実行された場合

に、国民生活センターが特定適格消費者団体に対して行う求償については、公益のた

めに特定適格消費者団体に仮差押命令の申立権限を付与した意義に鑑み、一定の要件

を満たす場合には、分割による返還、返還の猶予又は減額・免除をすること。 

四 特定適格消費者団体の更新手続の事務負担を軽減し、被害回復関係業務に注力でき

るよう、特定認定の有効期間については、特定適格消費者団体の今後の活動状況を踏

まえ、その延長を検討すること。 

五 適格消費者団体が行う差止請求のための活動は利益を生まないため、精力的に取り

組むほど財政状況が厳しくなること、また、特定適格消費者団体が行う被害回復のた

めの活動も、費用を回収できない場合があることから、両団体が経理的基礎を強化す

ることは困難であることに鑑み、両団体に対して、既存の支援策を拡充するとともに、

その公益的な活動に必要な資金の確保等の財政面の支援を行うこと。 

六 適格消費者団体及び特定適格消費者団体に対する寄附に関する規定の見直しも含め、

クラウドファンディングなどを活用した寄附を増進する方策を検討すること。 



七 消費者から寄せられた情報を差止請求及び被害回復のための活動により有効活用で

きるよう、適格消費者団体相互間、特定適格消費者団体相互間のみならず、適格消費

者団体と特定適格消費者団体との間のそれぞれの連携協力を促進する方策を検討する

こと。 

八 適格消費者団体及び特定適格消費者団体が差止請求や被害回復のための活動を迅速

かつ適切に行うため、事業者の対応状況等が把握できるよう、個人情報保護及び情報

セキュリティ等に配慮しつつ、両団体に対する全国消費生活情報ネットワーク・シス

テム（ＰＩＯ―ＮＥＴ）に係る情報の開示の範囲の拡大、ＰＩＯ―ＮＥＴ端末の配備

及びその他の必要な情報の提供について検討すること。 

  右決議する。 


